様式第1－3号 
　　年　　月　　日
都留市長　日向　美徳　様

住　所
商号又は名称
代表者職氏名                        　　印


誓　　約　　書

　都留市ふるさと納税促進事業支援業務に係るプロポーザル実施要領に定める下記の参加資格については、事実と相違ないことを誓約します。

記
本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる全ての要件を満たすものとする。
（１）本事業の業務開始日までに山梨県内に事業所（支店、営業所等を含む。）を有し、本市担当者を置くことを確約できる者。
（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない　ものであること。
（３）民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続き開始の申し立て、会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続き開始の申し立て、又は破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産手続き開始の申し立てが行われていないこと。
（４）参加意向申出書等提出期限において、都留市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱（平成9年都留市訓令第1号）による指名停止期間中でないこと。
（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2項に規定する暴力団及びその利益となっている活動を行っている者等、山梨県暴力団排除条例（平成22年条例第35号）第4条又は、都留市暴力団排除条例（平成24年都留市条例第12号）第8条の規定に基づく、排除対象者でない者。
（６）市税その他の徴収金について滞納がないこと。
（７）令和4年度以降に、本業務と同種・類似の業務の運用実績があり、かつ年間10億円以上の寄附実績がある自治体における運営実績があること。
（８）都留市内共通ゴルフ利用券の取り扱いが可能であること。（寄附者へのゴルフ利用券の発送等）
（９）過去3年間、本市または他の地方公共団体から指名停止や損害賠償等の行政処分を受けていないこと。
（10）一般社団法人日本情報経済社会推進協会の「プライバシーマーク」又はISO/IEC27001に基づいた国際規格の情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証を取得し、定期的に更新を行っていること。

